
平成２８年度決算に基づく財政健全化判断比率について 

 都道府県や区市町村の財政を適正に運営することを目的とした「地方公共団体の財政の健

全化に関する法律（財政健全化法）」に基づき、平成２８年度決算における飾区の財政健

全化指標を算定しました。

 １～４の財政指標が早期健全化基準以上の場合は、計画を策定し、指標が基準以下になる

まで、改善に取り組む必要があります。また、１～３の財政指標が財政再生基準以上の場合

は、計画を策定し、国などの指導のもと、改善を進めることになりますが、本区においては、

いずれの指標も国が定める基準以下となっています。

飾区 早期健全化基準 財政再生基準

１ 実質赤字比率 ― １１．２５ ２０．００

２ 連結実質赤字比率 ― １６．２５ ３０．００

３ 実質公債費比率 ０．６ ２５．００ ３５．００

４ 将来負担比率 ― ３５０．００

１ 実質赤字比率

 一般会計の収支赤字の標準財政規模に対する比率です。

 本区の一般会計の収支は、８５億円の黒字のため、「―」を標記しています。なお、標準

財政規模とは特別区税や特別区交付金（普通交付金）など、使い道が絞られておらず毎年度

継続的に歳入される金額の合計で、今回の比率算定では、１，１６１億円（平成２８年度決

算）を用いています。

２ 連結実質赤字比率

 一般会計及びすべての特別会計（国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会

計、介護保険事業特別会計、駐車場事業特別会計）を合わせた連結の収支赤字の標準財政規

模に対する比率です。

 本区の一般会計及びすべての特別会計の連結の収支は、９５億円の黒字のため、「―」を

標記しています。なお、標準財政規模は１の実質赤字比率で用いた額と同額です。



３ 実質公債費比率

 一般会計が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金※1 の標準財政規模等※2 に対す

る比率（平成２６年度から２８年度までの３カ年の平均値）です。

 各年度の一般会計が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金（国が定める地方交付

税の額を控除後）の金額は、２６年度 △４億円、２７年度 ４億円、２８年度 ２１億円

となっています。また、各年度の標準財政規模等の金額は、２６年度 １，００５億円、

２７年度 １，０６１億円、２８年度 １，０８０億円となっています。

 これにより、各年度の実質公債費比率は、２６年度 △０．４％、２７年度 ０．４％、

２８年度 １．９３％となっています。この比率の３カ年平均は、土地開発公社からの（仮

称）東新小岩二丁目第二公園用地取得費の増などにより準元利償還金が増加したため、前年

度（△０．１％）と比較し、０．７ポイント増の０．６％となりました。

※1 準元利償還金とは、地方債の元利償還金に準じた将来債務を負っている土地開発公社

からの用地取得費や社会福祉法人への施設整備費助成などの当該年度支出額です。

※2 標準財政規模等とは、標準財政規模から国が定める地方交付税の額を控除した額です。

４ 将来負担比率

 一般会計等での将来負担すべき実質的な負債額の標準財政規模等に対する比率です。

 本区においては、特別区債（国や銀行からの借金）の現在高、職員の退職手当引当金、土

地開発公社からの用地取得費、社会福祉法人への施設整備費助成などの将来負担額が６０２

億円ありますが、この将来負担額から控除できる区の基金残高や国が定める地方交付税の額

が、２，０９２億円見込まれ、将来負担比率が算定できないことから、「―」を標記してい

ます。なお、標準財政規模等は３の実質公債費比率で用いた額と同額です。


